
四日市市告示第６０１号 

 四日市市令和５年度物価高騰対策緊急支援金（障害福祉サービス等事業所）交付要

綱を次のように定める。 

  令和５年１２月２８日 

四日市市長  森  智 広 

   

四日市市令和５年度物価高騰対策緊急支援金（障害福祉サービス等事業所）交

付要綱 

（通則） 

第１条 この要綱は、障害福祉サービス等事業所に対し、四日市市令和５年度物価高

騰対策緊急支援金（以下「支援金」という。）を予算の範囲内で交付することについ

て、四日市市令和５年度物価高騰対策緊急支援金の交付に関する規則(令和５年四日

市市規則第６５号。以下「規則」という。)に基づき、必要な事項を定めるものとす

る。 

（交付対象者） 

第２条 支援金の交付対象となる者は、申請日において障害福祉サービス等事業所の

指定等を受け四日市市内に所在する事業所等を有し、次の各号のいずれかのサービ

スを行う事業所を運営している事業者とする。ただし、休業中の事業所又は医療機

関のみなし指定事業所及び行政機関が設置する事業所を除く。 

(1) 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法

律第１２３号）に規定する居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、就労

定着支援、自立生活援助、地域移行支援、地域定着支援、計画相談支援、療養介

護、生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援、短期入所、施設入所支

援、共同生活援助 

(2)児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）に規定する居宅訪問型児童発達支援、

保育所等訪問支援、障害児相談支援、児童発達支援、医療型児童発達支援、放課

後等デイサービス 

２ 前項の規定に関わらず、介護サービスを行う障害福祉サービス事業所であって、

介護サービス事業所・施設における支援金の交付を受ける場合は、本事業の対象と

しない。 

（交付対象経費及び交付の額） 

第３条 交付対象経費は、交付対象者における令和５年４月１日から令和６年３月３
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１日までの食材費・電気代・ガス代（消費税及び地方消費税を除く）相当分とし、

交付額については、別表１に定めるとおりとする。 

（交付申請） 

第４条 規則第４条に定める物価高騰対策緊急支援金交付申請書は、第１号様式のと

おりとし、請求書は第２号様式のとおりとする。 

 （申請受付期間） 

第５条 申請受付期間は、次の各号に掲げる補助対象経費に応じ、それぞれ当該各号

に定める期間とする。 

 (1) 令和５年４月１日から同年１２月３１日までの食材費・電気代・ガス代（消費

税及び地方消費税を除く）相当分 令和６年１月４日から同年２月２９日まで。 

 (2) 令和６年１月１日から同年３月３１日までの食材費・電気代・ガス代（消費税

及び地方消費税を除く）相当分 令和６年３月１日から同年３月３１日まで。 

（交付決定及び交付金額の確定） 

第６条 規則第５条に定める交付決定兼額の確定通知書は、第３号様式のとおりとす

る。 

（補則） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、支援金の交付に関し必要な事項は、市長が別

に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、告示の日から施行する。 

（有効期限） 

２ この要綱は、令和６年５月３１日限り、その効力を失う。 



別表１ 

物価高騰支援金（障害福祉サービス等事業所）基準単価 

  事業所 

令和 5年 

4月 

から 

9月 

まで 

令和 5年 

10 月 

から 

12 月 

まで 

令和 6年 

1月 

から 

3月 

まで 

 

対
象
事
業
所
別
の
交
付
基
準
額
（
電
気
代
） 

1 居宅介護 12,050 4,050 2,300 円/月/１事業所あたり 

2 重度訪問介護 12,050 4,050 2,300 円/月/１事業所あたり 

3 同行援護 12,050 4,050 2,300 円/月/１事業所あたり 

4 行動援護 12,050 4,050 2,300 円/月/１事業所あたり 

5 就労定着支援 12,050 4,050 2,300 円/月/１事業所あたり 

6 自立生活援助 12,050 4,050 2,300 円/月/１事業所あたり 

7 居宅訪問型児童発達支援 12,050 4,050 2,300 円/月/１事業所あたり 

8 保育所等訪問支援 12,050 4,050 2,300 円/月/１事業所あたり 

9 地域移行支援 12,050 4,050 2,300 円/月/１事業所あたり 

10 地域定着支援 12,050 4,050 2,300 円/月/１事業所あたり 

11 計画相談支援 12,050 4,050 2,300 円/月/１事業所あたり 

12 障害児相談支援 12,050 4,050 2,300 円/月/１事業所あたり 

13 療養介護 1,000 350 200 円/月/定員１人あたり 

14 生活介護 1,000 350 200 円/月/定員１人あたり 

15 自立訓練（機能訓練） 1,000 350 200 円/月/定員１人あたり 

16 自立訓練（生活訓練） 1,000 350 200 円/月/定員１人あたり 

17 就労移行支援 1,000 350 200 円/月/定員１人あたり 

18 就労継続支援Ａ型 1,000 350 200 円/月/定員１人あたり 

19 就労継続支援Ｂ型 1,000 350 200 円/月/定員１人あたり 

20 児童発達支援 1,000 350 200 円/月/定員１人あたり 

21 医療型児童発達支援 1,000 350 200 円/月/定員１人あたり 

22 放課後等デイサービス 1,000 350 200 円/月/定員１人あたり 

23 短期入所 1,650 550 300 円/月/定員１人あたり 

24 施設入所支援 1,650 550 300 円/月/定員１人あたり 

25 共同生活援助 1,650 550 300 円/月/定員１人あたり 

26 宿泊型自立訓練 1,650 550 300 円/月/定員１人あたり 



対
象
事
業
所
別
の
交
付
基
準
額
（
ガ
ス
代
） 

1 居宅介護 1,550 600 450 円/月/１事業所あたり 

2 重度訪問介護 1,550 600 450 円/月/１事業所あたり 

3 同行援護 1,550 600 450 円/月/１事業所あたり 

4 行動援護 1,550 600 450 円/月/１事業所あたり 

5 就労定着支援 1,550 600 450 円/月/１事業所あたり 

6 自立生活援助 1,550 600 450 円/月/１事業所あたり 

7 居宅訪問型児童発達支援 1,550 600 450 円/月/１事業所あたり 

8 保育所等訪問支援 1,550 600 450 円/月/１事業所あたり 

9 地域移行支援 1,550 600 450 円/月/１事業所あたり 

10 地域定着支援 1,550 600 450 円/月/１事業所あたり 

11 計画相談支援 1,550 600 450 円/月/１事業所あたり 

12 障害児相談支援 1,550 600 450 円/月/１事業所あたり 

13 療養介護 135 55 40 円/月/定員１人あたり 

14 生活介護 135 55 40 円/月/定員１人あたり 

15 自立訓練（機能訓練） 135 55 40 円/月/定員１人あたり 

16 自立訓練（生活訓練） 135 55 40 円/月/定員１人あたり 

17 就労移行支援 135 55 40 円/月/定員１人あたり 

18 就労継続支援Ａ型 135 55 40 円/月/定員１人あたり 

19 就労継続支援Ｂ型 135 55 40 円/月/定員１人あたり 

20 児童発達支援 135 55 40 円/月/定員１人あたり 

21 医療型児童発達支援 135 55 40 円/月/定員１人あたり 

22 放課後等デイサービス 135 55 40 円/月/定員１人あたり 

23 短期入所 195 80 60 円/月/定員１人あたり 

24 施設入所支援 195 80 60 円/月/定員１人あたり 

25 共同生活援助 195 80 60 円/月/定員１人あたり 

26 宿泊型自立訓練 195 80 60 円/月/定員１人あたり 

交
付
基
準
額 

（
食
材
費
） 

1 施設入所支援 900 1,600 2,150 円/月/定員１人あたり 



対
象
事
業
所
別
の
交
付
基
準
額
（
ガ
ソ
リ
ン
代
） 

1 居宅介護 350 250 300 円/月/車両１台あたり 

2 重度訪問介護 350 250 300 円/月/車両１台あたり 

3 同行援護 350 250 300 円/月/車両１台あたり 

4 行動援護 350 250 300 円/月/車両１台あたり 

5 就労定着支援 350 250 300 円/月/車両１台あたり 

6 自立生活援助 350 250 300 円/月/車両１台あたり 

7 居宅訪問型児童発達支援 350 250 300 円/月/車両１台あたり 

8 保育所等訪問支援 350 250 300 円/月/車両１台あたり 

9 地域移行支援 350 250 300 円/月/車両１台あたり 

10 地域定着支援 350 250 300 円/月/車両１台あたり 

11 計画相談支援 350 250 300 円/月/車両１台あたり 

12 障害児相談支援 350 250 300 円/月/車両１台あたり 

13 療養介護 850 600 800 円/月/車両１台あたり 

14 生活介護 850 600 800 円/月/車両１台あたり 

15 自立訓練（機能訓練） 850 600 800 円/月/車両１台あたり 

16 自立訓練（生活訓練） 850 600 800 円/月/車両１台あたり 

17 就労移行支援 850 600 800 円/月/車両１台あたり 

18 就労継続支援Ａ型 850 600 800 円/月/車両１台あたり 

19 就労継続支援Ｂ型 850 600 800 円/月/車両１台あたり 

20 児童発達支援 850 600 800 円/月/車両１台あたり 

21 医療型児童発達支援 850 600 800 円/月/車両１台あたり 

22 放課後等デイサービス 850 600 800 円/月/車両１台あたり 

23 短期入所 350 250 300 円/月/車両１台あたり 

24 施設入所支援 350 250 300 円/月/車両１台あたり 

25 共同生活援助 350 250 300 円/月/車両１台あたり 

26 宿泊型自立訓練 350 250 300 円/月/車両１台あたり 

 



申
請
対
象
と
な
る
車
両 

・補助申請を行う事業所・施設が所有している車両及び賃貸借契約を締結して使用してい

る車両であって、自らガソリン代を負担している車両のうち、以下のいずれかの用務に

使用している車両 

①利用者の送迎 

②介護職員等による利用者の居宅への訪問 

③利用者の医療機関への通院等 

・上記条件を満たす車両のうち、複数の事業所・施設において共用している車両について

は、最も使用時間が長い事業所・施設において申請を行うこと。 

交
付
額
・
交
付
条
件
等 

・支援金の交付対象となるのは、第３条で定める交付対象経費について、三重県が実施す

る「障害福祉サービス等事業所における物価高騰対策支援補助金」の交付を受けた事業

所に限る。 

・１事業所につき基準単価まで交付することができる。 

・１事業所につき交付額に 1,000 円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てるもの

とする。 

・令和６年１月及び２月については、実際にサービス提供を行った場合のみ、交付するこ

とができる。 

・令和６年２月及び３月については、令和６年１月末時点でサービス提供を行っている事

業所のみ令和６年２月及び３月にサービス提供を行っているとみなし、交付することが

できる。 

・ガスを使用していない事業所については、ガス代に係る支援金は交付しない。 

・事業所の定員については令和５年４月１日時点のものとする。ただし、令和５年４月２

日以降に指定を受けた事業所については、指定日のものとする。 

・事業所が所有する車両の台数については、令和５年４月１日時点のものとする。ただし、

令和５年４月２日以降に指定を受けた事業所については、指定日のものとする。 

・空床型の短期入所の定員は除く。 

・多機能型事業所を含め、複数サービスを実施している事業所は、該当するそれぞれのサ

ービスについて本事業の対象とする。 

留
意
事
項 

・申請のあった車両について、所有状況等に疑義が生じた場合は、申請者に対し所有状況

等が確認できる書類の提出を求めることができる。この確認できる書類の提出を求めら

れた申請者は、指定された期日までに、求められた書類を提出しなければならない。 

 



第１号様式（第４条関係） 

 

四日市市令和５年度物価高騰対策緊急支援金（障害福祉サービス等事業所） 

交付申請書 

 

   年  月  日 

四日市市長 あて 

 

物価高騰対策緊急支援金の交付を受けたいので、次のとおり関係書類を添えて申請し

ます。下記に記載した事項については、事実と相違ありません。 

また、申請にあたり、三重県の「障害福祉サービス等事業所における物価高騰対策支

援補助金」の申請内容に誤り等があり、不当に受け取った補助金を返還する事態が生じ

た場合には、その旨の連絡を行い、本支援金も速やかに返還することを誓約します。 

申
請
者 

（フリガナ）  

名 称  

所在地 〒 

 

代 表 者 の

職・氏名 

（職名） （氏名）            

 

 

申請金額                         円 

 

担
当
者 

（フリガナ）  

氏名  

電話番号  

メールアドレス  

添付書類 

・三重県障害福祉サービス等事業所における物価高騰対策支援補助金の交付決定兼交

付確定額通知書の写し 

・三重県障害福祉サービス等事業所における物価高騰対策支援補助金交付申請書提出

書類（様式１～６）の写し



第２号様式（第４条関係） 

 

 

請  求  書 

 

 

金           円 

 

 

  四日市市令和５年度物価高騰対策緊急支援金（障害福祉サービス等事業所）とし

て、上記金額を請求します。 

 

   年   月   日 

 

               所在地 

               名 称 

               代表者                 印 
（自署の場合は不要） 

 

四日市市長 あて 

 

振込口座情報 

金融機関名  

金融機関コード  

支店名  

支店コード  

種別  

口座番号  

口座名義人  

口座名義人（カナ）  

 

注）通帳の写し（口座番号及び名義人の分かる頁）を添付すること 



 

第３号様式（第６条関係） 

四日市市   第   号 

 

                  所在地 

                  名 称 

                  代表者 

 

 

四日市市令和５年度物価高騰対策緊急支援金交付決定兼額の確定通知書 

 

    年  月  日付けで申請のあった、四日市市令和５年度物価高騰対策緊急

支援金（障害福祉サービス等事業所）については、四日市市令和５年度物価高騰対策

緊急支援金の交付に関する規則（令和５年四日市市規則第６５号）第５条の規定によ

り、下記のとおり交付決定するとともに交付額を確定しましたので通知します。 

 

   年   月   日 

 

                        四日市市長 

 

記 

 

１ 支援金の名称  四日市市令和５年度物価高騰対策緊急支援金 

（障害福祉サービス等事業所） 

 

２ 交付決定兼交付確定額       金         円 

 

 

 

 

 


